
 

 

公益社団法人 日本精神神経学会 代議員選挙規則 

 

（適用） 

第１条 代議員の選挙については、公益社団法人 日本精神神経学会の定款に定めてある

ことのほかは、この規則に従う。 

 

（選挙区） 

第２条 選挙は全国を次の六地区に分ける。 

一 北海道・東北地区（北海道、青森県、岩手県、秋田県、山形県、宮城県、福島県） 

二 関東地区（群馬県、栃木県、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 

三 中部地区（新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県） 

四 近畿地区（滋賀県、京都府、奈良県、和歌山県、大阪府、兵庫県） 

五 中国・四国地区（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、香川県、徳島県、高

知県、愛媛県） 

六 九州地区（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄

県） 

 

（有権者） 

第３条 選挙権、被選挙権は選挙が行われる前年の８月１日現在の日本精神神経学会会員

に限りこれを有する。 

２ 前項にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、選挙権及び被選挙権を有しないも

のとする。ただし、第 15条の送付事務が完了した日から第９条に定める選挙期日まで

の間に、次のいずれかに該当することが決定した者については、選挙権があるものとみ

なす。 

一 選挙が行われる前年の８月２日から第９条に定める選挙期日までの間に、定款第９

条から第 11 条により会員資格を喪失した者 

二 第９条に定める選挙期日の時点で、懲戒規則により会員資格が停止されている者 

３ 第１項に定める者を、以下、「有権者」という。ただし、以下の各条の手続の時点

で、前項により選挙権を有しないこととされた者は、当該条文において「有権者」から

除く。 

 

（地区別の定数） 

第４条 代議員の全体の定数は、定款に定める範囲内で理事会が選挙のつど決定し、選挙

管理委員会はこれを第３条に定める有権者に公示する。 

２ 全体の代議員定数を各地区の有権者数に比例分配したものを各地区の定数とする。 



 

 

３ 代議員のうち、原則として 30％の女性枠を設けるものとして、理事会が選挙のつど女

性枠数を決定する。地区ごとの女性枠数は各地区の女性有権者数により比例配分する。 

 

（有権者の所属する選挙区） 

第５条 選挙人及び被選挙人の所属する地区は、選挙が行われる前年の８月１日現在の主

な勤務地によって定める。但し現に勤務していない者では主な住所による。 

２ 海外在住会員が選挙権及び被選挙権を行使するには、第２条で定められた六地区から

一地区を自己所属地区として選択し、その地区名を選挙が行われる前年の８月１日まで

に選挙管理委員会に届け出ておかなければならない。 

 

（選挙管理委員会） 

第６条 理事会は有権者中から選挙管理委員会の委員７名を委嘱する。 

２ 委員の任期は、理事会より選挙管理委員の委嘱を受け、それを受理した日より、次の

選挙管理委員会が発足するまでとする。 

３ 選挙管理委員長は、選挙管理委員の互選による。 

４ 選挙管理委員は、在任中、代議員に立候補することはできない。また、第９条に定め

る選挙に関する公示後には、選挙管理委員を辞任して代議員に立候補することはできな

い。 

 

（有権者名簿） 

第７条 選挙管理委員会は、原則として選挙が行われる前年の９月 30 日までに有権者名

簿を全有権者に送付する。なお、送付日は諸事情に鑑みて選挙管理委員会の協議によっ

て最終的に決定されるものとする。 

 

（有権者名簿の訂正） 

第８条 有権者は、有権者名簿に脱漏または誤刷があると認めたときは、選挙管理委員会

があらかじめ指定した締め切り日までであれば選挙管理委員会に訂正の申立てをするこ

とができる。その場合、選挙管理委員会は有権者名簿の訂正事項を全有権者に通知す

る。 

 

（選挙の期日及び公示） 

第９条 選挙管理委員会は、原則として２月に選挙の期日を設けるものとし、選挙に関す

る公示を原則として選挙が行われる前年の９月 20日頃までに行う。なお、公示日、選

挙期日は諸事情に鑑みて選挙管理委員会の協議によって最終的に決定されるものとす

る。 

 



 

 

（立候補の受付） 

第 10条 選挙管理委員会は、原則として選挙が行われる前年の 10 月 31 日頃を期日とし

て代議員立候補の受付を終了する。受付終了期日は諸事情に鑑みて、選挙管理委員会の

協議によって最終的に決定されるものとする。 

 

（立候補の届出） 

第 11条 代議員に立候補しようとする者は、選挙管理委員会の定める方法により、前条

の期日までに立候補の届出をしなければならない。これにあきらかに違反していると選

挙管理委員会で認めた場合は、この届出は無効とする。 

２ 代議員に立候補しようとする者は、前項の届出に関し、第 14 条に定める代議員選挙

広報に掲載するための経歴及び抱負等を記載したデータを選挙管理委員会に提出するこ

とができる。 

 

（（仮）候補者名簿の確認） 

第 12条 選挙管理委員会は、立候補を受け付けた場合、代議員（仮）候補者として受理

した旨を直ちに本人に通知する。 

２ 通知を受けた代議員（仮）候補者は、選挙管理委員会があらかじめ指定した締め切り

日までに文書（電磁的方法を含む。以下同じ。）にて選挙管理委員会に提出することに

よって、立候補を取り消すことができる。 

３ 選挙管理委員会は代議員（仮）候補者の氏名及び所属地区を記した（仮）候補者名簿

を代議員（仮）候補者に送付する。 

４ 代議員（仮）候補者の数が代議員の定数及び女性枠数に満たない場合でもその補充は

行わない。 

 

（（仮）候補者名簿の訂正申立て） 

第 13条 代議員（仮）候補者は、（仮）候補者名簿に脱漏または誤刷があると認めたとき

は、選挙管理委員会があらかじめ指定した締め切り日までであれば選挙管理委員会に訂

正の申立てをすることができる。 

 

（選挙広報） 

第 14条 選挙管理委員会は、選挙期間中、候補者の氏名、経歴及び抱負を掲載した代議

員選挙広報を発行（電磁的方法を含む。）する。 

２ 選挙管理委員会は別に、代議員選挙広報に掲載するための候補者の氏名、経歴及び抱

負等の記載方法等の細目を定め、これを公示する。 

 

（候補者名簿及び投票用紙の送付） 



 

 

第 15 条 選挙管理委員会は、代議員候補者名簿と所定の投票用紙（電子投票の場合に

は、投票用紙に代えて投票用 URL 等の情報）を、選挙期日の２週間前までに有権者に送

付しなければならない（電磁的方法を含む）。 

 

（投票） 

第 16 条 投票は、有権者各自がその所属する地区内の代議員候補者中より３名以内を選

び、所定の投票用紙（無記名）に自筆で連記した上で、自己の住所、氏名、所属地区を

明記した封筒を用いて、選挙期日までに（当日消印有効）選挙管理委員会が指定した場

所に送付しなければならない。 

２ 前項にかかわらず、選挙管理委員会が電子投票を認める場合、投票用紙による投票に

代えて、選挙管理委員会が指定する方法により、電子投票を行うことができる。 

 

（開票立会人等） 

第 17条 開票にあたっては、選挙管理委員会は、正会員中より開票立会人若干名を選任

する。 

２ 選挙管理委員会は、会員以外の者による開票従事者を若干名委嘱することができる。 

 

（当選人の決定） 

第 18条 当選人の決定に当たっては、第２条及び第４条に定める各地区の代議員定数及

び女性枠数に応じ、有効投票の得票数の多い者を当選人と定める。定数を超える同点者

が２名以上ある場合は抽せんで当選人を定める。 

２ 候補者数が代議員定数に充たない地区においては、候補者を無投票にて当選人とし、

欠員は補充しない。 

３ 第４条第３項の規定により各地区に配分された女性枠数を超える女性代議員を選出す

ることは妨げない。 

４ 第４条第３項の規定により各地区に配分された女性枠数に女性候補者数が満たなかっ

た場合、欠員をその地区の次点以下の男性候補者によって補充することができる。 

５ 当選人の代議員の任期は、選挙が行われた年の３月１日から始まるものとする。 

 

（投票の無効） 

第 19条 次の投票はこれを無効とする。 

一 本規則の第 16条に違反したもの。 

二 投票用紙の記載が誰を選出しようとするのか確認し難いもの。 

 

（選挙結果の通知） 

第 20条 当選人が決定したときは、選挙管理委員会は直ちに当選人に当選の旨を通知



 

 

し、また当選人の氏名を全会員に知らせなければならない。 

 

（繰上げ当選） 

第 21条 選挙が行われた年の２月末日までの間に、当選人が当選を辞退した場合、当選

人が会員資格を喪失した場合または第 24 条により当選人の当選無効が決定された場合

には、次点者を繰上げて当選人とする。 

２ 選挙が行われた年の３月１日以降に前項のことが生じた場合は欠員とする。 

 

（異議申立て） 

第 22条 有権者に選挙または当選に関して異議があるときは選挙が行われた年の２月末

日までに文書で選挙管理委員会に異議を申立てることができる。 

２ 前項の異議申立て期間の満了日をもって、定款第６条第６項が定める「代議員選挙終

了の時」とする。 

 

（選挙の無効） 

第 23条 全選挙あるいはある地区の選挙の無効が決定された場合は、直ちにそれぞれの

再選挙を行う。 

 

（不正行為等） 

第 24条 選挙に関し不正行為をした者は、選挙管理委員会の決定により、一定の期間、

選挙権及び被選挙権を失う。また、当選人の不正行為が当選後に明らかとなった場合に

は、当選を無効とする。 

２ 第 11 条第１項の届出事項または第２項のデータに関し虚偽（軽微な誤記を除く）が

あると選挙管理委員会が判断した場合、当該候補者の立候補は無効とし、当該候補者が

当選したときはその当選を無効とする。なお、本項は前項の適用を妨げるものではな

い。 

 

（その他） 

第 25 条 この規則に定めていない事項や不測の事態が生じた場合は、その都度選挙管理

委員会において協議を行い、理事会の承認のもとで決定し、実行することができる。決

定、実行した事項は必ず記録し、選挙後に最初に行われる総会において報告を行うとと

もに、次の選挙管理委員会にも申送ることとする。 

 

附 則 

１ この規則は、公益社団法人日本精神神経学会の設立の登記の日から施行する。 

２  本規則の変更は理事会の議決による。 



 

 

３ 第一回目の代議員は、平成 25年３月 31日までに決定するものとする。 

４ この規則の一部改正は、令和元年５月 19 日から施行する。 

５ この規則の一部改正は、令和２年５月 16 日から施行する。 

６ この規則の一部改正は、令和６年６月 19 日から施行する。 

７ この規則の一部改正は、令和８年６月 17 日から施行する。 

８ 理事会は、本学会における女性の参画を積極的に推進するため、少なくとも 30％の女

性代議員を確保することを目指すものとする。本学会の女性会員の割合に著しい変化が

生じた場合、または社会情勢の変化等により必要と認められる場合には、第４条第３項

の規定改正の要否も含め、女性枠のあり方について適宜検討するものとする。 


